
青森県立高等学校将来構想について 

（答申）に関する地区懇談会 

～青森県の未来を担う子どもたちが 

 夢や志の実現に向けて成長できる高等学校教育のために～ 

青森県教育委員会 
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地区懇談会の日程 
【上北地区】２月 ８日（月）１８：３０～２０：００（十和田市東公民館 ホール） 

【下北地区】２月１０日（水）１８：３０～２０：００（むつ来さまい館 イベントホールＢ） 

【中南地区】２月１２日（金）１８：３０～２０：００（県武道館 会議室） 

【三八地区】２月１５日（月）１８：３０～２０：００（八戸市総合福祉会館 多目的ホール） 

【西北地区】２月１７日（水）１８：３０～２０：００（五所川原中央公民館 大ホール） 

【東青地区】２月１９日（金）１８：３０～２０：００（県総合社会教育センター 大研修室） 

 

本日の説明内容 

１ はじめに  

２ 青森県立高等学校将来構想検討会議 答申(概要) 

 (１)検討の背景 

 (２)これからの本県高校教育に求めること 

 (３)これからの高校の在り方 

 (４)各地区の学校配置等に関する基本的な方向性 

 (５)魅力ある高等学校づくりに向けて 
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１ はじめに 



平成３０年度からの新たな計画策定に向けた 
有識者会議からの提言 

懇談会の目的 
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教育長 

答申とは？ 

青森県立 
高等学校 
将来構想 
検討会議 

諮問（意見を求める） 
平成26年6月12日 

答申（意見を述べる） 
平成28年1月25日 

・答申の内容をお知らせすること 
・答申に対して御意見を伺うこと 
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１ 学校・学科の在り方 

２ 高等学校の規模・配置 

３ 各地区の学校配置等に 
      関する基本的な方向性 

教育長は何を諮問したのか？ 

 

平成３０年度以降の県立高等学校の将来構想 

諮問事項 

次期計画 
（Ｈ３０～） 【前期】 

（Ｈ21～Ｈ25） 
【後期】 

（Ｈ26～Ｈ29） 

県立高等学校教育改革第３次実施計画 



青森県立高等学校将来構想検討会議 
■委員構成（２５人） 
  大学関係者、産業界関係者、ＰＴＡ関係者、報道関係者、 
  市町村教育委員会関係者、中学校関係者、高校関係者等 

地区部会 
 

 
 
■検討内容 

 ３ 各地区の学校配置等に関する基本的な方向性について 
■委員構成（９人×６地区） 
 市町村教育委員会関係者、地域関係者、ＰＴＡ関係者、中学校関係者、高校関係者等 

第１分科会(１１人) 
 

■検討内容： 

１ 学校・学科の在り方について 

第２分科会(１２人) 
 

■検討内容： 

２ 高等学校の規模・配置について 

東青 西北 中南 上北 下北 三八 

約１年半にわたり延べ４３回の会議を開催 6 

青森県立高等学校将来構想検討会議とは 



メール、郵送、ＦＡＸ
での御意見 等 
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地区懇談会での御意見 

 青森県立高等学校将来構想検討会議（答申） 
 （有識者会議からの提言） 

答申を受けてどう進めるのか？ 

平成30年度からの新たな計画策定 
（県教育委員会） 

子どもたちの夢や志の実現に向けた 
 新たな計画のスタート（平成30年度～） 
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２ 青森県立高等学校将来構想検討会議 

答申（概要） 



○ 生徒の多様なニーズに対する特色ある学校づくりの推進  
 （例）中高一貫教育の導入、学科の再編整備  

生徒の多様化への対応 

（１）検討の背景 － これまでの高校教育改革の取組 
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（答申Ｐ２） 

○ 生徒数が減少する中にあっても、生徒が集団の中で様々な個性 
 や価値観に触れ、切磋琢磨できる教育環境の整備 
 （例）一定規模以上の学校の配置 
 
○ 高校に通学することが困難な地域が生じることのないよう柔軟 
 な学校配置に配慮  

生徒数減少への対応 



◎２０１１年に米国の小学校に入学した子どもたちの６５％は、大

学卒業後、今は存在していない職業に就く 

                  （キャシー・デビッドソンの予測） 

◎今後１０～２０年程度で、米国の４７％の仕事が自動化される可

能性が高い                 （オズボーンの予測） 

グローバル化・情報化等による社会の急速な変化 

（１）検討の背景 － 社会の急速な変化 
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日本においても 
無縁ではない 

（答申Ｐ１） 

＜米国での研究事例＞ 

http://3.bp.blogspot.com/-fAuLzlXyN-0/VfS6aQwIYMI/AAAAAAAAxQI/AJyYokpkHEI/s800/machine_jidou_seisan_line.png
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中学校卒業者数

高校等進学者数

高校等進学率

S40
中学校卒業者数 42,458人
高校等進学者数 23,036人
高校等進学率 54.3％

S58
中学校卒業者数 26,649人
高校等進学者数 24,676人
高校等進学率 92.6％

H27
中学校卒業者数 12,666人
高校等進学者数 12,537人
高校等進学率 99.0％

（人） （％）

（学校基本調査及び中学校等卒業者の進路状況調査より）（年３月）

高校等進学率は９9．0％となり、中学校卒業者のほとんどが高校へ進学 

【中学校卒業者数と高校等進学率の推移】 

99.0% 

（１）検討の背景 － 生徒の多様化 
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（答申Ｐ２） 

平27 



平成１３年に大学等進学と就職が逆転し、平成２７年には大学等進学が４４．０％ 

（１）検討の背景 － 生徒の多様化 
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【高校卒業者の進路状況】 

（答申Ｐ２） 



12,343人 

9,191人 

10年間で約3,100人の減少 
（Ｈ３０～Ｈ３９） 

９年間で2,364人の減少 
（Ｈ２１～Ｈ２９） 

（１）検討の背景 － 生徒数の減少 
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14,707人 

（答申Ｐ２） 



 

 

 

 

 

 

 

 

高大接続改革 
（高校教育、大学教育、 
      大学入学者選抜の一体的改革） 

国の主な制度改正 

○夢や志の実現に向かって挑戦する青森県民 
○人が育ち、磨かれ、活躍する青森県     等 

2030年における青森県のめざす姿 
<青森県教育振興基本計画> 
（平成２６～３０年度） 
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公職選挙法等の改正 
 

（選挙権年齢満18歳以上に引き下げ） 

（２）これからの本県高校教育に求めること 
  ①これからの時代に求められる力 

（答申Ｐ３） 



 
 
○夢や志を持ち、より高い目標に向かって 
 果敢にチャレンジする「逞しい心」 
 
 
 
 

○他者との信頼関係を築きながら課題を解 
 決するために必要なコミュニケーション 
 能力、責任感等 
 
 
 
 
 
 

○国際的視野を持ちながら、本県の 
 歴史・文化の価値、自然や産業の持 
 つ魅力の理解を通して育む本県の未 
 来を支えようとする心 

（２）これからの本県高校教育に求めること 
  ①これからの時代に求められる力 

生きる力 

 
○基礎的・基本的な知識・技能 
○基礎的・基本的な知識・技能を活用して 
 課題を解決するために必要な思考力・判 
 断力・表現力 
○主体的・協働的に学習に取り組む意欲 

確かな学力 

 
○公共心、倫理観、他者への思いやり、 
 自己肯定感等 

豊かな心 

 
○社会で自立して活動するために必要な健 
 康や体力等 

健やかな体 

逞しい心 

学校から社会への円滑な移
行に必要な力 

郷土に誇りを抱き、青森県
の未来を力強く支えようと
する心 

本県が重視する力 
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（答申Ｐ３） 



各学校における特色ある教育活動 

地域を支える

人財※１ 

産業の発展に

貢献する人財 

社会を牽引す

る人財 

※１ 人財 … 「青森県基本計画未来を変える挑戦」（平成２５年１２月策定）等では「人は青
森県にとっての『財（たから）』である」ことを基本的な考え方とし、「人材」を「人財」と
表記しており、本答申においても同様に表している。 

（２）これからの本県高校教育に求めること 

  ②各学校の特色を生かして育成すべき人財 
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（答申Ｐ４） 



グローバル化、多様化、少子化に伴う高校の小規模化等の課題を、 

高校の在り方について根本から見つめ直すチャンスととらえ、 

一つの学校、一つの地域という視点だけではなく、学校と学校、

学校と産業界、家庭、地域等が連携し、 

県全体が一丸となって高校教育を推進する 

         「オール青森」の視点を重視 

（２）これからの本県高校教育に求めること 

  ③「オール青森」の視点による検討 
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（答申Ｐ４） 



（３）これからの高校の在り方 

 
  中学生それぞれの志に応じた高校や学科等を選択できる環境 

①高校教育を受ける機会の確保 

 
  より特色ある教育活動の実践、本県高校教育の質の確保・向上 

②充実した教育環境の整備 
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（答申Ｐ１４） 

［学校規模・配置の検討に当たっての２つの観点］ 

http://1.bp.blogspot.com/-JUxl0g5sKkk/Us_MGsFqZ3I/AAAAAAAAdA0/afOSsKC4uFw/s800/tsugaku_girls.png
http://4.bp.blogspot.com/-IhUdR1N8JM4/Us_MGJe_8mI/AAAAAAAAdA4/hadPMjmHKS8/s800/tsugaku_boys.png


（３）これからの高校の在り方 

  ①高校教育を受ける機会の確保 

各地区における中学生の進路の選択肢の確保 

複数の学科を有し、幅広い学びの選択肢となり得る高校 

大学等への進学

や就職等より幅

広い進路選択に

対応する高校 

職業教育の 

中心となる 

高校 

選抜性の高い 

大学への進学 

に対応する 

高校 
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（答申Ｐ１４） 

（答申Ｐ１９） 



通学環境への配慮 

◆地理的な要因から高校に通学することが 
    困難な地域が新たに生じることのないよう配慮 

◆通学が可能な範囲は、公共交通機関の利便性やスクー 
 ルバスの運行状況等により変わり得る 
◆市町村等との連携を含め、生徒の通学環境の充実につ 
 いて検討 

（３）これからの高校の在り方 

  ①高校教育を受ける機会の確保 
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（答申Ｐ１５） 



（３）これからの高校の在り方 
  ②充実した教育環境の整備 － 普通科等※２ 

 

○ グローバル・リーダーとして社会を牽引する人財や地域を支え、社会に貢献する
人財等の育成 

○ 選抜性の高い大学への進学対応、高校卒業後の就職対応等、幅広い教育を提
供する役割 

○ 普通科系の専門学科については、中学生や保護者のニーズを踏まえ、設置意義
を改めて見直し、検討 

 

 
 

◆各高校と連携しながら、選抜性の高い大学への進学に対応できる学校 

◆グローバル教育や理数教育等の特定分野の学習における先進的な取組 

重点校 
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（答申Ｐ５・６） 

（答申Ｐ１６） 

※２ 普通科等 … 普通科、理数科、英語科、外国語科、スポーツ科学科、表現科等の各学科 

普通科等の方向性 



・医師、弁護士等の高度な国家資格の取得に向けた志の育成 
・青森、日本、世界の将来を担うリーダーの育成     等 

＜普通科等の重点校のイメージ＞ 

講習会・講演会・ 
擬似手術体験セミ 
ナー等への参加 

講演会・研究成果 
発表会等への参加 

【重点校】 

指導法等に関する教員の 
連絡会議への参加 

公開授業・研究 
協議会への参加 

医学部医学科進学に対応 
できる教科・科目の指導 

先進的な理数教育により 
生徒の創造性・独創性を 
高める教育課程の編成 

◎重点校においては、単位制や併設型中高一貫教育の導入についても検討。 

（３）これからの高校の在り方 

  ②充実した教育環境の整備 － 普通科等 
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（答申Ｐ１６） 



 

○ 職業人として求められる基礎的・基本的な知識・技能に加え、職業の多様化に対
応できる資質・能力や高校卒業後も学び続ける態度を育成 

○ 大学等へ進学する生徒の増加への対応 

○ 各専門分野における幅広い学習内容を提供する学校の設置、各高校が連携す
る体制の整備 

 

 
 
◆特定の学科における専門科目を幅広く学ぶことのできる学校 
◆各学科における基礎的・基本的な知識・技能を習得 
◆専門的な学習の深化 

拠点校 
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（３）これからの高校の在り方 
  ②充実した教育環境の整備 － 職業教育を主とする専門学科※３ 

（答申Ｐ７） 

（答申Ｐ１６） 

職業教育を主とする専門学科の方向性 

※３ 職業教育を主とする専門学科 … 農業科、工業科、商業科、
水産科、家庭科、看護科等の各学科 



・農業関係 
・食品科学関係 
・農業土木関係 
・農業機械関係 
    ・ 
    ・ 
    ・ 

＜職業教育を主とする専門学科の拠点校（農業教育）のイメージ＞ 

生徒による合同研究 
教員研修等で連携 

・農業関係 
・園芸関係 

・農業関係 
・食品科学関係 

・農業関係 

【拠点校】 
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（３）これからの高校の在り方 

  ②充実した教育環境の整備 － 職業教育を主とする専門学科 

（答申Ｐ１６） 



 
 
○ 大学進学志望者や就職志望者に対応できる教育課程を編成 

 

※４ 総合学科 … 幅広い選択科目の中から生徒の主体的な選択による学習を通して、将来の生き方や 
    進路に関する自覚を深め、職業観を育成することを目指す学科 
※５ 産業社会と人間 … 産業社会における自己の在り方や生き方について考えさせるとともに、生徒

の主体的な各教科・科目の選択に資するよう、就業体験等の体験的な学習などを行う学校設定科目。 
※６ 系列 … 生徒の科目選択の参考になるように関連する科目をまとめたもの（総合選択科目群） 

（３）これからの高校の在り方 
  ②充実した教育環境の整備 － 総合学科※４ 

「総合的な学習の時間」等 

「産業社会と人間」※５ １
年
次 

 入学後の早い段階から自己の生き方や進路につい
て多面的に考え、学習に取り組む意欲や態度を育成 

３
年
次 

２
年
次 

 課題解決型学習への取組により、これからの時代
に求められる力を育成 

主体的な学習の
さらなる充実 

◆生徒のニーズを踏まえた系列※６

の見直し 
◆多様な選択科目の開設 
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（答申Ｐ１０） 

総合学科の方向性 



（３）これからの高校の在り方 

  ②充実した教育環境の整備 － 学校規模 

各学科におけるそれぞれの役割に応じた人財
育成に向けて求められる教育環境の整備 

 

○課題の発見と解決に向けて主体的・協働的に学ぶ 
アクティブ・ラーニング等による教育実践 

○より幅広い進路選択に対応できる教科・科目の開設 

○学校行事をはじめとする特別活動等の充実や多様な
部活動の選択肢の確保            等 

26 

（答申Ｐ１５） 

（答申Ｐ１７） 



（３）これからの高校の在り方 

  ②充実した教育環境の整備 － 学校規模 

（学校規模による開設科目数の違い） 

（平成２６年度学校要覧を基に高等学校教育改革推進室において作成） 

地理歴史・公民の
開設科目

(普通科の学校)

世
界
史
Ａ

世
界
史
Ｂ

日
本
史
Ａ

日
本
史
Ｂ

地
理
Ａ

地
理
Ｂ

現
代
社
会

倫
理

政
治
・
経
済

１学級規模 ○ ◇ ◇ ◎

２～３学級規模 ○ ◇ ○ ◇ △ ◎ ◇

４～５学級規模 ◎ ○ ◎ ○ ◎ ◇ ◎ ◇ ○

６～７学級規模 ◎ ○ ◇ ◎ ◇ ◎ ◎ ◇ ○

理科の開設科目
(普通科の学校)

物
理
基
礎

物
理

化
学
基
礎

化
学

生
物
基
礎

生
物

地
学
基
礎

地
学

科
学
と

　
人
間
生
活

１学級規模 ◎ ◇ ◎ ◎

２～３学級規模 ○ ◇ ◎ ○ ◎ ○ △

４～５学級規模 ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ◎

６～７学級規模 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◇

｢◎｣ … 全校で開設、｢○｣ … 3/4以上の学校で開設、｢◇｣ … 1/2以上の学校で開設、｢△｣ … 1/3以上の学校で開設
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（答申Ｐ１７） 



（３）これからの高校の在り方 
  ②充実した教育環境の整備 － 学校規模 

（学校規模による部活動設置数の違い） 

（平成２６年度学校要覧を基に高等学校教育改革推進室において作成） 

硬
式
野
球

陸
上
競
技

バ

ス

ケ

ッ

ト

ボ

ー

ル

バ
レ
ー

ボ
ー

ル

テ
ニ
ス

ソ
フ
ト
テ
ニ
ス

ハ
ン
ド
ボ
ー

ル

ソ
フ
ト
ボ
ー

ル

バ
ド
ミ
ン
ト
ン

卓
球

サ
ッ

カ
ー

ラ
グ
ビ
ー

剣
道

柔
道

弓
道

空
手
道

水
泳

フ
ェ

ン
シ
ン
グ

平
均
設
置
部
数

１学級規模 ◇ ◇ ◇ ○ ３．３部

２～３学級規模 ◎ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ △ ◇ ７．８部

４～５学級規模 ◎ ◎ ◎ ◎ ◇ ○ ◇ ○ ○ ◎ ○ ○ ◇ １２．０部

６～７学級規模 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◇ △ ○ ○ ○ ◎ △ ○ ◇ ○ ◇ ○ １５．６部

書
道

美
術

写
真

茶
道

華
道

音
楽

吹
奏
楽

演
劇

Ｊ
Ｒ
Ｃ

放
送

文
学

家
庭
・
家
政
系

自
然
科
学
等

囲
碁
・
将
棋

パ
ソ
コ
ン
等

商
業
・
簿
記
等

平
均
設
置
部
数

１学級規模 ◇ ○ ◇ △ ３．５部

２～３学級規模 △ ◇ △ ４．３部

４～５学級規模 ◎ ○ ◇ ◇ ◇ ○ ◎ ○ ◇ ◇ ９．５部

６～７学級規模 ○ ◎ ◇ ○ ◇ △ ◇ ○ ◇ ◇ ○ ◇ △ １１．８部

｢◎｣ … 全校で設置、｢○｣ … 3/4以上の学校で設置、｢◇｣ … 1/2以上の学校で設置、｢△｣ … 1/3以上の学校で設置

運動部

文化部
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生徒数によって、開設できる科目数や部活動数に違いがあり、 
生徒の希望に応じた活力ある教育活動のためには、 

一定以上の学校規模が求められる。 

（答申Ｐ１７） 

硬
式
野
球

陸
上
競
技

バ

ス

ケ

ッ

ト

ボ

ー

ル

バ
レ
ー

ボ
ー

ル

テ
ニ
ス

ソ
フ
ト
テ
ニ
ス

ハ
ン
ド
ボ
ー

ル

ソ
フ
ト
ボ
ー

ル

バ
ド
ミ
ン
ト
ン

卓
球

サ
ッ

カ
ー

ラ
グ
ビ
ー

剣
道

柔
道

弓
道

空
手
道

水
泳

フ
ェ

ン
シ
ン
グ

平
均
設
置
部
数

１学級規模 ◇ ◇ ◇ ○ ３．３部

２～３学級規模 ◎ ○ ○ ○ ◇ ◇ ◇ △ ◇ ７．８部

４～５学級規模 ◎ ◎ ◎ ◎ ◇ ○ ◇ ○ ○ ◎ ○ ○ ◇ １２．０部

６～７学級規模 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◇ △ ○ ○ ○ ◎ △ ○ ◇ ○ ◇ ○ １５．６部

書
道

美
術

写
真

茶
道

華
道

音
楽

吹
奏
楽

演
劇

Ｊ
Ｒ
Ｃ

放
送

文
学

家
庭
・
家
政
系

自
然
科
学
等

囲
碁
・
将
棋

パ
ソ
コ
ン
等

商
業
・
簿
記
等

平
均
設
置
部
数

１学級規模 ◇ ○ ◇ △ ３．５部

２～３学級規模 △ ◇ △ ４．３部

４～５学級規模 ◎ ○ ◇ ◇ ◇ ○ ◎ ○ ◇ ◇ ９．５部

６～７学級規模 ○ ◎ ◇ ○ ◇ △ ◇ ○ ◇ ◇ ○ ◇ △ １１．８部

｢◎｣ … 全校で設置、｢○｣ … 3/4以上の学校で設置、｢◇｣ … 1/2以上の学校で設置、｢△｣ … 1/3以上の学校で設置

運動部

文化部



  
学校規模の標準（１学年当たり） 

①～③を満たさない高校であっても、公共交通機関の状
況から、他の高校へ通学することが困難である場合には、
配置に配慮 

※７ ４学級（１６０人）以上 … １学級の定員を３５人とする学級編制の弾力化 
  を実施している学校にあっては１４０人以上 

4学級（160人）以上 

1つの専門学科で 
4学級（160人）以上 

6学級（240人）以上 

② 重点校 ③ 拠点校 

① 基本となる学校 
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（３）これからの高校の在り方 

  ②充実した教育環境の整備 － 学校規模 

（答申Ｐ１７） 

※７ 



（３）これからの高校の在り方 

  ②充実した教育環境の整備 － 定時制課程・通信制課程 

スクールソーシャルワーカー
等の配置の充実 

定時制課程 通信制課程 

等 
※８ 後期入学制度 … 単位制高校に 
 おいて、年度当初に加え、年度中途に 
 選抜を行い、入学を許可する制度 

後期入学制度※８の導入 

30 

（答申Ｐ１１） 

学校配置：現状の配置の考え方を基本とする。 

 

○ 働きながら学ぼうとする青少年    ○ 全日制課程からの転・編入者 

○ 中学校までの不登校経験者 等 

 様々な事情を抱えた生徒に広く学びの機会を提供する役割 

定時制課程・通信制課程の方向性 



（３）これからの高校の在り方 

  ③学校配置に向けた新たな取組 

計画的な学校配置 

31 

 
 必要に応じて地域の意見を伺う機会を設定 
   → 市町村を含む地域の関係者と連携・協力の下、検討 

≪地域の意見を伺う機会≫ 

 
 統合校の新たな名称、目指す生徒像や教育内容等を検討 

≪開設準備委員会（仮称）≫ 

（答申Ｐ１８） 

（答申Ｐ１９） 



（３）これからの高校の在り方 

  ③学校配置に向けた新たな取組 

○募集停止等の場合、市町村等と連携・協力し、 
              通学支援について検討 
 

 (例)スクールバスの運行、通学費補助（奨学金での対応を含む）等 

○募集停止等を検討することとなる具体的な基準をあら
かじめ示し、関係市町村等の理解を得ながら対応 

通 学 環 境 に 配 慮 し て 配 置 す る 高 校 

入学者数が極めて少ない状況となった場合等には、高校教育とし
て求められる質の確保に支障が生じる懸念 

32 

【募集停止や統合を検討することとなる具体的な基準の観点】 
（観点１）募集人員に対する入学者数の割合が一定の条件を下回る状態 
（観点２）その状態が継続する期間 

（答申Ｐ１８） 
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（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性 
大間高 

むつ工高 

大湊高 

大湊高 

川内校舎 

田名部高 

野辺地高 

六ヶ所高 

三沢高 

三沢商業高 

百石高 
六戸高 十和田工業高 

三本木高 

十和田西高 

三本木農業高 

七戸高 

田子高 

三戸高 

名久井農業高 

八戸水産高 

八戸北高 

八戸商業高 

五戸高 

八戸西高 八戸高 

八戸東高 

八戸中央高 

八戸工業高 

黒石商業高 

黒石高 

尾上総合高 

柏木農業高 

弘前工業高 

弘前高 

弘前南高 弘前実業高 

弘前中央高 

浪岡高 浪岡高 

青森北高 

今別校舎 

青森東高 

平内校舎 

青森東高 

青森工業高 

青森商業高 

青森高 

青森中央高 

北斗高 青森北高 

青森南高 

青森西高 

中里高 

鰺ヶ沢高 

木造高 

深浦校舎 

木造高 

金木高 

五所川原高 
五所川原農林高 

鶴田高 

板柳高 

五所川原工業高 

三八 

中南 

東青 

下北 

西北 
上北 

平成２９年度（第３次実施計画最終年度）に 

生徒を募集する高校の配置状況 

普通科等の高校 

職業教育を主と
する専門学科の
高校 

総合学科の高校 

※岩木高校は平成２７年度に募集停止 
 弘前実業高校藤崎校舎は平成２９年度に募集停止の予定 
 八戸北高校南郷校舎は平成２７年度に募集停止 
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（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性 

東青(35～) 西北(39～) 中南(43～) 上北(47～) 下北(51～) 三八(55～) 

学級数増減
見込※９ 

△13～ 
 △15学級 

△8～ 
 △10学級 

△9～ 
 △11学級 

△10～ 
 △12学級 

△3～ 
 △5学級 

△6～ 
 △8学級 

Ｈ３９学級
数見込 

39～41学級 17～19学級 33～35学級 31～33学級 12～14学級 36～38学級 

重 点 校 設置 設置※10 設置 設置 設置※10 設置 

拠 点 校 
設置 

(工業･商業) 
設置 
(農業) 

設置 
(工業) 

設置 
(農業) 

－ 
設置 

(工業) 

そ の 他 
総合学科は、既設の４地区での配置を継続。複数学科を有する高校は、新た
な設置について検討。 

※ ９ 平成２９年度と平成３９年度の学級数の見込みを比較。 

※１０ 西北地区及び下北地区の重点校は６学級未満の規模であっても柔軟に対応。併せて単位制の導入を検討。  

＜全日制課程＞ （  ）内の数字はスライド番号 
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（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【東青地区】① 

浪岡高浪岡高

青森北高
今別校舎

青森東高
平内校舎

青森東高

青森工業高

青森商業高

青森高

青森中央高

北斗高青森北高

青森南高

青森西高

平成２９年度（第３次実施計画最終年度）に生徒を募集する高校の配置状況 

全日制課程（１１校） 

普通科等 普通科６校 
（校舎制導入校２校を含む） 

普通科・外国語科１校 

普通科・ｽﾎﾟｰﾂ科学科１校 

職業教育を
主とする専
門学科 

工業科１校 

商業科１校 

総合学科 １校 

定時制課程（２校） 

普通科 ３部制※1１１校 

職業教育を
主とする専
門学科 

工業科１校 

通信制課程（１校） 

普通科 １校 

※1１ ３部制 … 午前、午後、夜間等の時間帯で 
 授業を行う３つの部で構成される定時制単位制高校 

普通科等の高校 

職業教育を主と
する専門学科の
高校 

総合学科の高校 

（答申Ｐ２０） 



〔中学校卒業（予定）者数と学級数の推移〕

（人）

※中学校卒業(予定)者数は、各年３月。
　平成２８年度以降は、県教育庁高等学校教育改革推進室推計値。

第３次実施計画【前期】 第３次実施計画【後期】 （学級）

H25までの増減（対H20) H29までの増減（対H25） H39までの増減（対H29）

中学校卒業(予定)者数 △304人 △51人 △714人
学　　　 級 　　　数 △8cl 0cl △13CL～△15CL

H20 H21 H22 H23 H24 H25

(高3)

H26

(高2)

H27

(高1)

H28

(中3)

H29

(中2)

H30

(中1)

H31

(小6)

H32

(小5)

H33

(小4)

H34

(小3)

H35

(小2)

H36

(小1)

H37 H38 H39

中学校卒業（予定）者数 3,262 3,268 3,357 3,097 3,133 2,958 3,016 2,941 2,903 2,907 2,825 2,594 2,602 2,374 2,461 2,455 2,306 2,251 2,304 2,193

学級数 62 61 62 57 57 54 55 54 54 54

0

10

20

30

40

50

60

70

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

(平成27年4月1日現在の学年)
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中学校卒業者数の推移と全日制課程の学級数の見込み 

2,907人 

2,193人 

10年間で約710人の減少 
（Ｈ３０～Ｈ３９） 

（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【東青地区】② （答申Ｐ２０） 



平成２９年度（第３次実施計画最終年度）の全日制課程の学校規模の状況 
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（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【東青地区】③ （答申Ｐ２０） 

〔各学校の規模の推移〕

平成20年度 平成25年度 平成29年度（第３次実施計画より）

※

学
２学級 １校 １校

１学級 ２校 ２校
※学級数の多い学校から

　学級減を行い対応した

　場合の見込

５学級 １校 ４校

４学級 ０校 ４校

３学級 ０校 ０校

H29 H39

７学級 ３校 ０校

６学級 ４校 ０校

40 40 40 40 4040 40 40 40 40 40

40 40 40 40 40 30

40 40 40 4040 40 40 40 40 40

40 40 40 40 4040 40 40 40 40 40 40

40 40 40

0cl 0人△8cl △300人

6 240 40

35 35 3535 35 35

増　減

54 2,11554 2,115

0 

地区計 62 2,415

40 400 6 24040 40 40 40青森商業 6 240

35 35 35 0 7 245 35 35 35 3535 35 35 △1 7 245 35青森工業 8 280 35 35 35 35 35

△1 2 70 35 35浪岡 3 105 35 35 35

0 

2 70 35 35 0 

△6 募集停止

0 

青森戸山 6 230

0 5 20040 40 405 200 40 40

1

0 

青森中央 5 200

40 400 6 24040 40 40 406 240

0 

青森南 6 240

40 400 1青森北・今別 1 40 40

6 240 40 4040 40 40 0 6

40 40

40 40 40 0 40 40青森北 6 240 40 40 40

0 1 401

240 40 40 4040 40

0 40

0 

青森東・平内 1 40 40

7 280 40 40 40 4040 40 40 40 0 7

40 40

40 40 40 40 40 40 40青森東 7 280 40 40 40

40 406 240 40 4040 40 40

280 40 40 40

0 0 6 240 40 40 4040 40 40

40 40 0 

青森西 6 240 40 40

280 40 40 40 40 4040 40 40 0 77 280青森

6cl 増減

40 40 40 4040 40 40

学級数
募集

人数 4cl

7 280 40 40 40 40

増減学級数
募集

人数 4cl 6cl
学級減のみで対応した場合の

学校規模の見込学校名 学級数
募集

人数 4cl 6cl

普通科等 職業学科 総合学科

※平成２９年度の学級数は、県立高等学校教育改革第３次実施計画【後期】によるもの。平成３０年度以降の

学級数は、これまでの高等学校進学率、他県・他地区との流出入等の状況を勘案し、算出した。
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学校配置等の方向性 

全
日
制
課
程 

普通科等 

重点校 設置 

普通科系の専
門学科 

外国語科・スポーツ科学科は、設置目的
や進路志望の達成状況などを改めて見極
め、その在り方を検討 

職業教育
を主とする
専門学科 

拠点校 設置（工業科、商業科） 

その他の学科 （なし） 

総合学科 

引き続き配置 

（系列については、生徒数減や生徒のニー
ズを踏まえ、見直しを検討） 

複数学科を有する高校 要検討（学科の選択肢・学校規模の確保） 

定時制・通信制課程 現状の配置の考え方を基本 

工業科 志願・入学状況を踏まえ検討 

学校配置に当たっての留意点 公共交通機関等の通学環境に配慮 

（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【東青地区】④ （答申Ｐ２０） 



中里高

鰺ヶ沢高

木造高
深浦校舎

木造高

金木高

五所川原高
五所川原農林高

鶴田高

板柳高

五所川原工業高
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全日制課程（１０校） 

普通科等 普通科５校 

普通科・理数科１校 

職業教育
を主とする
専門学科 

農業科１校 

工業科１校 

総合学科 ２校 
（校舎制導入校１校を含む） 

定時制課程（１校） 

普通科 １校 

（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【西北地区】① （答申Ｐ２１） 

平成２９年度（第３次実施計画最終年度）に生徒を募集する高校の配置状況 

普通科等の高校 

職業教育を主と
する専門学科の
高校 

総合学科の高校 



〔中学校卒業（予定）者数と学級数の推移〕

（人）

※中学校卒業(予定)者数は、各年３月。
　平成２８年度以降は、県教育庁高等学校教育改革推進室推計値。

第３次実施計画【前期】 第３次実施計画【後期】 （学級）

H25までの増減（対H20) H29までの増減（対H25） H39までの増減（対H29）

中学校卒業(予定)者数 △112人 △147人 △515人
学　　　 級 　　　数 △2cl △5cl △8CL～△10CL

H20 H21 H22 H23 H24 H25

(高3)

H26

(高2)

H27

(高1)

H28

(中3)

H29

(中2)

H30

(中1)

H31

(小6)

H32

(小5)

H33

(小4)

H34

(小3)

H35

(小2)

H36

(小1)

H37 H38 H39

中学校卒業（予定）者数 1,621 1,689 1,672 1,590 1,551 1,509 1,446 1,424 1,350 1,362 1,286 1,074 1,173 1,045 997 944 972 896 897 847

学級数 34 35 35 33 32 32 29 28 27 27

0
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15
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25

30

35

40

0

500

1,000

1,500

(平成27年4月1日現在の学年)
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中学校卒業者数の推移と全日制課程の学級数の見込み 

1,362人 

847人 

10年間で約520人の減少 
（Ｈ３０～Ｈ３９） 

（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【西北地区】② （答申Ｐ２１） 



平成２９年度（第３次実施計画最終年度）の全日制課程の学校規模の状況 
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（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【西北地区】③ （答申Ｐ２１） 

〔各学校の規模の推移〕

平成20年度 平成25年度 平成29年度（第３次実施計画より）

※学級数の多い学校から

　学級減を行い対応した

　場合の見込

３学級 ０校 ０校

２学級 ４校 ８校

１学級 ２校 ２校

H29 H39

５学級 １校 ０校

４学級 ３校 ０校

27 1,00032 1,180

035 35

40

35 35

2 70 35 35

35 35

35 35

3 105 35 35

35 35 35

35 3535 35 35 35

△5cl △180人△2cl △70人増　減
地区計 34 1,250

35 35△1 4 140 35 3535 354 14035 35

△1

五所川原工業 5 175 35 35 35

140 35 35 35 350 4175 35 35 35 35 355

△1

五所川原農林 5 175 35 35 35 35 35

0 1 40

0

中里 2 70 35 35

0 2 702 70 35 35

△1

鶴田 2 70 35 35

700 235

0

板柳 3 105

2 70△12 70 35 35

35 35 35

0

鰺ヶ沢 3 105

0 1 40 401 40 40

△1

木造・深浦 1 40 40

4 160 40 40 40 4040 40 △15 200 40 40 4040 40 40木造 6 240 40 40 40

00 2 702 70

△1

金木 2 70

200 40 40 40 40 4040 40 1 56 240 40 40五所川原

増減

40 4040

募集

人数 4cl

5 200 40 40 40 40

6cl 増減学級数
募集

人数 4cl 6cl
学級減のみで対応した場合の

学校規模の見込学校名 学級数
募集

人数 4cl 6cl 学級数

普通科等 職業学科 総合学科

※平成２９年度の学級数は、県立高等学校教育改革第３次実施計画【後期】によるもの。平成３０年度以降の

学級数は、これまでの高等学校進学率、他県・他地区との流出入等の状況を勘案し、算出した。
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学校配置等の方向性 

全
日
制
課
程 

普通科等 

重点校 
設置 

（学校規模は柔軟に対応、単位制を検討） 

普通科系の専
門学科 

理数科は、学習内容を見極め、その在り
方を検討 

職業教育
を主とする
専門学科 

拠点校 設置（農業科） 

その他の学科 
工業科は、中学生の進路の選択肢として維
持するための方策を検討 

総合学科 

引き続き配置 

（系列については、生徒数減や生徒のニー
ズを踏まえ、見直しを検討） 

複数学科を有する高校 要検討（学科の選択肢・学校規模の確保） 

定時制・通信制課程 現状の配置の考え方を基本 

学校配置に当たっての留意点 
五所川原市、つがる市に加え、北津軽郡及
び西津軽郡に配置 

（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【西北地区】④ （答申Ｐ２１） 
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全日制課程（８校） 

普通科等 普通科３校 

普通科・看護科１校 

職業教育を
主とする専
門学科 

農業科１校 

工業科１校 

商業科１校 

農業科・商業科・家
庭科・スポーツ科学
科１校 

定時制課程（２校） 

総合学科 ３部制※1１１校 

職業教育を
主とする専
門学科 

工業科１校 

通信制課程（１校） 

普通科 １校 

※1１ ３部制 … 午前、午後、夜間等の 
   時間帯で授業を行う３つの部で構成さ 
   れる定時制単位制高校 

※岩木高校は平成２７年度に募集停止 
 弘前実業高校藤崎校舎は平成２９年度に募集停止の予定 

（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【中南地区】① 

黒石商業高

黒石高

尾上総合高

柏木農業高

弘前工業高

弘前高

弘前南高 弘前実業高

弘前中央高

（答申Ｐ２２） 

平成２９年度（第３次実施計画最終年度）に生徒を募集する高校の配置状況 

普通科等の高校 

職業教育を主と
する専門学科の
高校 

総合学科の高校 



〔中学校卒業（予定）者数と学級数の推移〕

（人）

※中学校卒業(予定)者数は、各年３月。
　平成２８年度以降は、県教育庁高等学校教育改革推進室推計値。

第３次実施計画【前期】 第３次実施計画【後期】 （学級）

H25までの増減（対H20) H29までの増減（対H25） H39までの増減（対H29）

中学校卒業(予定)者数 △272人 △301人 △706人
学　　　 級 　　　数 △5cl △6cl △9CL～△11CL

H20 H21 H22 H23 H24 H25

(高3)

H26

(高2)

H27

(高1)

H28

(中3)

H29

(中2)

H30

(中1)

H31

(小6)

H32

(小5)

H33

(小4)

H34

(小3)

H35

(小2)

H36

(小1)

H37 H38 H39

中学校卒業（予定）者数 3,122 3,067 3,150 2,838 2,893 2,850 2,717 2,570 2,555 2,549 2,358 2,374 2,210 2,065 2,129 1,984 1,959 1,875 1,798 1,843

学級数 55 55 55 51 51 50 48 45 45 44

0
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30

40

50

60

70

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

(平成27年4月1日現在の学年)
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中学校卒業者数の推移と全日制課程の学級数の見込み 

2,549人 

1,843人 

10年間で約710人の減少 
（Ｈ３０～Ｈ３９） 

（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【中南地区】② （答申Ｐ２２） 



平成２９年度（第３次実施計画最終年度）の全日制課程の学校規模の状況 
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（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【中南地区】③ （答申Ｐ２２） 

〔各学校の規模の推移〕

平成20年度 平成25年度 平成29年度（第３次実施計画より）

５学級 ０校 ２校

４学級 ３校 ６校
※学級数の多い学校から

　学級減を行い対応した

　場合の見込

H29 H39

７学級 ２校 ０校

６学級 ３校 ０校

40

40 40 40

0 1 40 40

35 35 35

40 40 40 40 40 40

7

4 140 35 35 35

40

募集停止

40 40

35 35

40 40 40

募集停止

0 40 40 400 4 160 4040黒石商業 4 160 40 40

増　減

44 1,70550 1,935地区計 55 2,125

△5cl △190人 △6cl △230人

40 40 40 40 404 160

40

△1 募集停止

40 40 40

35 35

△1 

弘前実業・藤崎 1 40

40 40 4040 0 7 28040 40 40 408 32040 40

35

0 

弘前実業 8 320

245 35 35 35 3535 35 △1 7245 35 35 35 35 35

350 4 140 35 35 35

弘前工業 8 280 35 35 35 35 35 35

0 

柏木農業 4 140 35 35 35 35

△2 募集停止

0 

△1 

尾上総合 2 80

160 40 40 40 4040 40 40 0 45 200 40 4040 40

△2 

黒石 5 200 40 40

△1 2 70 35 35岩木 3 105 35

△1 

0 

弘前南・大鰐 1 40 40

6 240 40 40 40 4040 40 40 0 6

0 

40 40 40 40 40弘前南 6 240 40 40 40

40 406 240 40 4040 40 40

240 40 40 40

0 0 6 240 40 40 4040 40 40

40 △1 

弘前中央 6 240 40 40

240 40 40 40 40 4040 40 40 0 67 280弘前

6cl 増減

40 40 40 4040 40 40

学級数
募集

人数 4cl

7 280 40 40 40 40

増減学級数
募集

人数 4cl 6cl
学級減のみで対応した場合の

学校規模の見込学校名 学級数
募集

人数 4cl 6cl

普通科等 職業学科 総合学科

※平成２９年度の学級数は、県立高等学校教育改革第３次実施計画【後期】によるもの。平成３０年度以降の

学級数は、これまでの高等学校進学率、他県・他地区との流出入等の状況を勘案し、算出した。



46 

学校配置等の方向性 

全
日
制
課
程 

普通科等 

重点校 設置 

普通科系の専
門学科 

スポーツ科学科は、中学生のニーズと合
致しており、引き続き設置 

職業教育
を主とする
専門学科 

拠点校 設置（工業科） 

その他の学科 

地区の複数校に設置している農業科、商業
科は、集約化を検討 

看護科、家庭科は、中学生の進路の選択肢
として維持するための方策を検討 

総合学科 
総合学科へ改編するより、既存の学科を充
実 

複数学科を有する高校 要検討（学科の選択肢・学校規模の確保） 

定時制・通信制課程 現状の配置の考え方を基本 

夜間定時制 

（総合学科・工業科） 
志願・入学状況を踏まえ、地区全体の視点
から検討 

学校配置に当たっての留意点 弘前市、黒石市、平川市の三市に配置 

（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【中南地区】④ （答申Ｐ２２） 



野辺地高

六ヶ所高

三沢高

三沢商業高

百石高
六戸高十和田工業高

三本木高

十和田西高

三本木農業高

七戸高
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全日制課程（１１校） 

普通科等 普通科４校 

普通科・英語科１校 

普通科・商業科１校 

普通科・家庭科１校 

職業教育を
主とする専
門学科 

農業科１校 

工業科１校 

商業科１校 

総合学科 １校 

定時制課程（１校） 

普通科 １校 

（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【上北地区】① （答申Ｐ２３） 

平成２９年度（第３次実施計画最終年度）に生徒を募集する高校の配置状況 

普通科等の高校 

職業教育を主と
する専門学科の
高校 

総合学科の高校 



〔中学校卒業（予定）者数と学級数の推移〕

（人）

※中学校卒業(予定)者数は、各年３月。
　平成２８年度以降は、県教育庁高等学校教育改革推進室推計値。

第３次実施計画【前期】 第３次実施計画【後期】 （学級）

H25までの増減（対H20) H29までの増減（対H25） H39までの増減（対H29）

中学校卒業(予定)者数 △168人 △165人 △497人
学　　　 級 　　　数 △5cl △3cl △10CL～△12CL

H20 H21 H22 H23 H24 H25

(高3)

H26

(高2)

H27

(高1)

H28

(中3)

H29

(中2)

H30

(中1)

H31

(小6)

H32

(小5)

H33

(小4)

H34

(小3)

H35

(小2)

H36

(小1)

H37 H38 H39

中学校卒業（予定）者数 2,287 2,222 2,204 2,232 2,128 2,119 2,150 2,062 1,990 1,954 1,884 1,800 1,699 1,615 1,565 1,594 1,579 1,470 1,565 1,457

学級数 51 49 49 49 47 46 46 44 43 43
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(平成27年4月1日現在の学年)
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中学校卒業者数の推移と全日制課程の学級数の見込み 

1,954人 

1,457人 

10年間で約500人の減少 
（Ｈ３０～Ｈ３９） 

（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【上北地区】② （答申Ｐ２３） 



平成２９年度（第３次実施計画最終年度）の全日制課程の学校規模の状況 
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（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【上北地区】③ （答申Ｐ２３） 

〔各学校の規模の推移〕

平成20年度 平成25年度 平成29年度（第３次実施計画より）

３校 ３校
※学級数の多い学校から

　学級減を行い対応した

　場合の見込

H29 H39

６学級 ２校 ０校

５学級 ２校 ０校

４学級 ３校 ２校

３学級 １校 ６校

２学級

40 40

2

40 40 40 40 40

40 40

40 405 200 40

35 35

40 40

40 40 40 40

2 70 35 35

40 40

35 35

△1 0 4 16040 40

40 40 40

△3cl △115人△5cl △190人増　減

43 1,64046 1,755地区計 51 1,945

三沢商業 5 200

35 0 5 175 35 35 35 3535 △1 5 175 35 3535

△1 35 35210 35 35

十和田工業 6 210 35 35 35 35 35

350 5 175 35 3535 35 35 356

0 

三本木農業 6 210 35 35 35

70 35 350 2

35 35 35

4 160

70 35 35

△1 4 16040 40

六ヶ所 2 70 35 35

0 

百石 5 200

△1 2 70 35 35

0 

0 

六戸 3 105 35 35 35

募集停止 △1 

0 

七戸・八甲田 1 40 40

4 160 40 40 40 4040 0 4 160 40 40 4040

△1 

七戸 4 160 40 40 40

0 3 120 40 40 4040 404 160 40 4040 40

40 40 0 

野辺地 4 160 40 40

6 240 40 40 40 4040 40 40 △1 6 240 40 40 4040 40 40 40三沢 7 280 40 40 40

0 0 2 702 70 35 35

40 0 

35 35十和田西 2 70

240 40 40 40 40 4040 40 0 66 240 40 40 40 4040 40三本木 6 240 40 40 40 40

6cl 増減学校名 学級数
募集

人数 4cl 6cl 学級数
募集

人数 4cl 増減学級数
募集

人数 4cl 6cl
学級減のみで対応した場合の

学校規模の見込

普通科等 職業学科 総合学科

※平成２９年度の学級数は、県立高等学校教育改革第３次実施計画【後期】によるもの。平成３０年度以降の

学級数は、これまでの高等学校進学率、他県・他地区との流出入等の状況を勘案し、算出した。
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学校配置等の方向性 

全
日
制
課
程 

普通科等 

重点校 設置 

普通科系の専
門学科 

英語科は、教育課程の工夫等による対応
を検討 

職業教育
を主とする
専門学科 

拠点校 設置（農業科） 

その他の学科 
工業科、商業科、家庭科は、中学生の進路
の選択肢として維持するための方策を検討 

総合学科 

引き続き配置 

（系列については、生徒数減や生徒のニー
ズを踏まえ、見直しを検討） 

複数学科を有する高校 要検討（学科の選択肢・学校規模の確保） 

定時制・通信制課程 現状の配置の考え方を基本 

学校配置に当たっての留意点 十和田市、三沢市に加え、上北郡に配置 

（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【上北地区】④ （答申Ｐ２３） 
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全日制課程（５校） 

普通科等 普通科２校 
（校舎制導入校１校を含む） 

普通科・英語科１校 

職業教育
を主とする
専門学科 

工業科１校 

総合学科 １校 

定時制課程（１校） 

普通科 １校 

（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【下北地区】① （答申Ｐ２４） 

平成２９年度（第３次実施計画最終年度）に生徒を募集する高校の配置状況 

普通科等の高校 

職業教育を主と
する専門学科の
高校 

総合学科の高校 

大間高

むつ工高

大湊高

大湊高
川内校舎

田名部高



〔中学校卒業（予定）者数と学級数の推移〕

（人）

※中学校卒業(予定)者数は、各年３月。
　平成２８年度以降は、県教育庁高等学校教育改革推進室推計値。

第３次実施計画【前期】 第３次実施計画【後期】 （学級）

H25までの増減（対H20) H29までの増減（対H25） H39までの増減（対H29）

中学校卒業(予定)者数 △114人 △90人 △187人
学　　　 級 　　　数 △2cl △1cl △3CL～△5CL

H20 H21 H22 H23 H24 H25

(高3)

H26

(高2)

H27

(高1)

H28

(中3)

H29

(中2)

H30

(中1)

H31

(小6)

H32

(小5)

H33

(小4)

H34

(小3)

H35

(小2)

H36

(小1)

H37 H38 H39

中学校卒業（予定）者数 896 865 817 839 837 782 790 743 697 692 690 656 569 568 580 522 569 486 549 505

学級数 20 20 19 20 19 18 18 18 17 17
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20

0

250

500

750

1,000

(平成27年4月1日現在の学年)
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中学校卒業者数の推移と全日制課程の学級数の見込み 

692人 

505人 

10年間で約190人の減少 
（Ｈ３０～Ｈ３９） 

（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【下北地区】② （答申Ｐ２４） 



平成２９年度（第３次実施計画最終年度）の全日制課程の学校規模の状況 
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（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【下北地区】③ （答申Ｐ２４） 

〔各学校の規模の推移〕

平成20年度 平成25年度 平成29年度（第３次実施計画より）

３学級 ０校 ２校

２学級 １校 １校

１学級 １校 １校

H29 H39

５学級 ２校 ０校

４学級 １校 １校

※学級数の多い学校から

　学級減を行い対応した

　場合の見込△2cl △80人 △1cl △35人

35 35435 35 355 175 3535 35 35 35 35

35 3535 35

0 

募集停止

増　減

17 65018 685

△1 

地区計 20 765

140 3535 35

0 

むつ工業 5 175

2 700 2 70 35 35大間 2 70

0 1 40 40

0 40 40 40

0 大湊・川内 1 40 40

5 200 40 4040 40 0 5

1 40 40

40 40大湊 5 200 40 40 40 200 40 40 40

0 △1 

0 

田名部・大畑 1 40 40

200 40 40 40 40 4040 △1 55 200田名部

6cl 増減

40 40 40 4040 40

学級数
募集

人数 4cl

6 240 40 40 40 40

増減学級数
募集

人数 4cl 6cl
学級減のみで対応した場合の

学校規模の見込学校名 学級数
募集

人数 4cl 6cl

普通科等 職業学科 総合学科

※平成２９年度の学級数は、県立高等学校教育改革第３次実施計画【後期】によるもの。平成３０年度以降の

学級数は、これまでの高等学校進学率、他県・他地区との流出入等の状況を勘案し、算出した。
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学校配置等の方向性 

全
日
制
課
程 

普通科等 

重点校 
設置 

（学校規模は柔軟に対応、単位制を検討） 

普通科系の専
門学科 

英語科は、学校全体としてグローバル教
育に対応するなど、その在り方を検討 

職業教育
を主とする
専門学科 

拠点校 
（地区の状況から、重点校と拠点校の双方 

 の設置は困難） 

その他の学科 
工業科は、中学生の進路の選択肢として維
持するための方策を検討 

総合学科 

引き続き配置 

（系列については、生徒数減や生徒のニー
ズを踏まえ、見直しを検討） 

複数学科を有する高校 要検討（学科の選択肢・学校規模の確保） 

定時制・通信制課程 現状の配置の考え方を基本 

学校配置に当たっての留意点 むつ市に加え、下北郡に配置 

（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【下北地区】④ （答申Ｐ２４） 
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全日制課程（１１校） 

普通科等 普通科５校 

普通科・表現科１校 

普通科・ｽﾎﾟｰﾂ科学科１校 

職業教育を
主とする専
門学科 

農業科１校 

工業科１校 

商業科１校 

水産科１校 

定時制課程（２校） 

普通科 ３部制※1１１校 

職業教育を
主とする専
門学科 

工業科１校 

通信制課程（１校） 

普通科 １校 

※1１ ３部制 … 午前、午後、夜間等の 
   時間帯で授業を行う３つの部で構成さ 
   れる定時制単位制高校 

※八戸北高校南郷校舎は平成２７年度に募集停止 

（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【三八地区】① 

田子高

三戸高

名久井農業高

八戸水産高

八戸北高

八戸商業高

五戸高

八戸西高
八戸高

八戸東高

八戸中央高

八戸工業高

（答申Ｐ２５） 

平成２９年度（第３次実施計画最終年度）に生徒を募集する高校の配置状況 

普通科等の高校 

職業教育を主と
する専門学科の
高校 

総合学科の高校 



〔中学校卒業（予定）者数と学級数の推移〕

（人） （学級）

△423人
△10cl

H29までの増減（対H25）

△217人
△4cl

第３次実施計画【後期】

H39までの増減（対H29）

△533人
△6CL～△8CL

※中学校卒業(予定)者数は、各年３月。
　平成２８年度以降は、県教育庁高等学校教育改革推進室推計値。

中学校卒業(予定)者数

学　　　 級 　　　数

第３次実施計画【前期】

H25までの増減（対H20)

H20 H21 H22 H23 H24 H25

(高3)

H26

(高2)

H27

(高1)

H28

(中3)

H29

(中2)

H30

(中1)

H31

(小6)

H32

(小5)

H33

(小4)

H34

(小3)

H35

(小2)

H36

(小1)

H37 H38 H39

中学校卒業（予定）者数 3,519 3,465 3,522 3,361 3,275 3,096 3,137 2,926 2,957 2,879 2,776 2,736 2,515 2,375 2,465 2,332 2,322 2,293 2,289 2,346

学級数 58 55 56 52 51 48 49 46 46 44

0

10

20

30

40

50

60

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

(平成27年4月1日現在の学年)
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中学校卒業者数の推移と全日制課程の学級数の見込み 

2,879人 

2,346人 

10年間で約530人の減少 
（Ｈ３０～Ｈ３９） 

（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【三八地区】② （答申Ｐ２５） 



平成２９年度（第３次実施計画最終年度）の全日制課程の学校規模の状況 
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（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【三八地区】③ （答申Ｐ２５） 

〔各学校の規模の推移〕

平成20年度 平成25年度 平成29年度（第３次実施計画より）

２校

１学級 １校 １校
※学級数の多い学校から

　学級減を行い対応した

　場合の見込

５学級 １校 ３校

４学級 ０校 ２校

３学級 ３校 ３校

２学級 ２校

学級減のみで対応した場合の

学校規模の見込

H29 H39

７学級 １校 ０校

６学級 ３校 ０校

6cl 4cl学校名 学級数

職業学科 総合学科普通科等

募集

人数
学級数

募集

人数
学級数6cl 増減 増減

八戸 7 280 240

八戸東 5 190

6

640 40 40 40

4cl

40 4040 40 40 40 40

4cl 6cl

240

230 40 40 40 40

40 40 4040

40

40 40 40230

40 40 40

40 40

200

0 

6 240 40

40

八戸北

八戸北・南郷 1 40

八戸南 5 200

6 40240

1

40404040

田子 2 70

五戸 3 105

35 35

3535 35 35

702

702

三戸 3 105 353570235

南部工業 2 70

3 1051053名久井農業 3 105

35 35

八戸商業 4 140 35 35 35 4035 1604 40 40

増　減 △10cl △355人 △4cl △145人

地区計 58 2,165 48 1,810 44

△1 

1,665

35

35

35 35

40 40 40

35

3 105 35

120

35 35 35

35 35

40 40 40 40 40

3535 35 35 35

△2 

140 35八戸水産 4 140 35 35 35 35

八戸工業 8 280 35 35 35 35 35 35 35 35 7 245 35 35

4

40

△1 7 24535 35

募集停止

0 

35 35 35 35

3

702△1 

6 240 40 40 0 40

2005

4040

630

6 △1 40 40 40 40 40 40

30 1 

40 40

40 40 40

八戸西 5 2005

35 35

募集停止

0 

△5 

404040404040

△1 2 70 35 35

0 

0 

0 

△1 

0 

0 

0 

0 

△1 

0 

△1 

0 

0 

0 

35 35

3535

0 35

0 

1 40 40

35

40 40 40

40

40 40 40

募集停止

35 35 35

40

募集

人数

40 40 40 40

30

35

※平成２９年度の学級数は、県立高等学校教育改革第３次実施計画【後期】によるもの。平成３０年度以降の

学級数は、これまでの高等学校進学率、他県・他地区との流出入等の状況を勘案し、算出した。
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学校配置等の方向性 

全
日
制
課
程 

普通科等 

重点校 設置 

普通科系の専
門学科 

スポーツ科学科・表現科は、設置目的や
進路志望の達成状況などを改めて見極め、
その在り方を検討 

職業教育
を主とする
専門学科 

拠点校 設置（工業科） 

その他の学科 
農業科、商業科、水産科は、中学生の進路
の選択肢として維持するための方策を検討 

総合学科 
総合学科へ改編するより、既存の学科を充
実 

複数学科を有する高校 要検討（学科の選択肢・学校規模の確保） 

定時制・通信制課程 現状の配置の考え方を基本 

工業科 志願・入学状況を踏まえ検討 

学校配置に当たっての留意点 八戸市に加え、三戸郡に配置 

（４）各地区の学校配置等に関する基本的な方向性【三八地区】④ （答申Ｐ２５） 



（５）魅力ある高等学校づくりに向けて 

○ 高校間の連携 
○ 家庭・地域等との連携  等 

○ 各学校の魅力化と情報発信 
○ 教員の資質向上 
○ 教職員定数等の見直しについて国への継続的な働きかけ 等 

学校・家庭・地域等との連携の推進 

教育活動の充実に向けた取組 

○ 平成３０年度以降の次期計画を策定・推進する際には、それ
までの成果や有効性を継続的に検証 

本県高校教育の充実に向けた継続的な検証 
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（答申Ｐ２７） 



 
○未来を担う子どもたちを中心に据えた将来構想の検討 
○単なる生徒数減少への対応策ではなく、県全体が一丸 
となって高校教育に向き合うという視点で検討 
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～青森県の未来を担う子どもたちが 
   夢や志の実現に向けて成長できる 
         高等学校教育のために～ 

答申で重視されている理念 



E-KAIKAKU@pref.aomori.lg.jp  

これから高校に入学するお子さんたちに直接かかわる
ことです。 
ぜひ、皆様のご意見をお聞かせください！ 

http://www.pref.aomori.lg.jp/bunka/education/highschool_portal.html 

答申に関する意見を募集中です！ 

□□□ 

〒０３０－８５４０ 青森市新町２－３－１ 

 青森県教育庁高等学校教育改革推進室 
ＦＡＸ ０１７－７３４－８２６７ 

青森県 高校教育改革 検索 

＜２月２４日（水）まで＞ 
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本日は、地区懇談会に御出席いただき、 

 

ありがとうございました。 
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